
 

 

 

 

2012年 5月 11日 

 

2011年度(第 13期)決算について 

 

NTTコミュニケーションズの2011年度(第 13期)決算について、 

別添のとおりお知らせいたします。 

 

（別添） 

Ⅰ．業績の概況 

Ⅱ．比較貸借対照表 

Ⅲ．比較損益計算書 

Ⅳ．株主資本等変動計算書 

Ⅴ．営業収益内訳 

Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

Ⅶ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況 

Ⅷ．役員の異動 
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財務部 

会計税務部門 

薦田、猪飼 

Tel：03-6700-4311 

E-mail：info-af@ntt.com 
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 I. 業 績 の 概 況  

 

（1）市場環境および事業基盤の変化 

わが国の経済情勢は、東日本大震災やタイの洪水による影響からの持ち直し

などにより緩やかに回復しつつあるとの見方がある一方で、海外経済の成長鈍

化、欧州の金融不安、円高の継続、消費マインドの低迷や電力不足による経済

活動の制約などから、先行きは依然として不透明であります。このような状況

下で、情報通信市場においては、企業のグローバル展開の加速、クラウド市場

の本格化、スマートフォン・タブレット型端末の急速な普及などによるユビキ

タス化、ソーシャルメディア化など、ニーズの高度化・多様化が更に進み、ICT

市場の構造が目まぐるしく変化する中、多様かつ熾烈な競争がグローバルレベ

ルで激化している状況にあります。 

 

（2）経営概況 

当社は、このような経営環境の激しい変化を踏まえ、新たな事業ビジョン「ビ

ジョン 2015」を掲げ、“Global ICT Partner－Innovative. Reliable. Seamless.

－”の事業スローガンのもと、アジアでの現在の強みをさらに強化するととも

に、世界中のお客さまにとって最適なパートナーとして選ばれる、真のリーデ

ィンググローバルプレーヤー（Global ICT Partner）となることを目指し、2015

年度にグループ連結で営業収益1.5兆円以上、グローバル売上高2倍以上（2010

年度比）の目標達成に向け、取り組んでいくこととしました。 

 

その初年度である 2011 年度については、自らの強みを活かし再び成長路線

への転換を図るため、現状の仕事のやり方を抜本的に見直し、現場力を更に向

上させつつ、リスクを恐れず、お客さま第一の視点でスピードと勇気をもって

変革を推し進めることとし、顧客自身の価値に直結するサービスの強化を図り

つつ、サービス、ユーザカバレッジ、オペレーション、人材の全ての面で国内

外シームレスな事業運営を展開することを基本に、グループ一体運営を追求し

ました。8月に、「ビジョン 2015」の実現に向け、「サービス重視」と「シーム

レス」をキーワードに、社内に分散しているリソースやノウハウを最大限に活

用できるよう、「セールス」「サービス」「オペレーション」の 3 つの機能に構

造化・集約し、全体最適を図りながら競争優位を実現していく体制への組織再

編を行いました。 

 

セールス機能組織においては、営業手法を第一優先分類軸とした組織体制へ

見直し、顧客付加価値向上に向けた能動型サービス提案による新しい市場開拓

に取り組みました。また、お客さまのグローバルな活動がますます進む中、国
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内外シームレスに連携して、より一層の価値をグローバル一体となって提供で

きるようグローバルアカウントマネジメント体制の構築やSFAの有効活用など、

体制・プロセスの変革を推進し、効果的・効率的な営業活動に努めました。 

 

サービス機能組織においては、技術特性及びサービス強化の観点から再編し、

各組織においてサービス企画から技術検討・開発、販売支援までを一元的に実

施する体制を整え、全体最適の観点からの開発リソースの最大活用による新た

なサービスの提供などに取り組みました。さらに、「グローバルクラウドビジ

ョン」に基づき、お客さまのクラウド化ニーズに対して、当社の強みであるネ

ットワークやデータセンターからサーバーやアプリケーション、セキュリティ

サービスまでをエンド・エンドかつワンストップに提供する、通信事業者なら

ではのトータルICTアウトソーシングをグローバルシームレスに展開していく

こととし、各サービス機能組織で連携したサービス開発・提供を進めました。 

 
<各事業分野別の取り組み> 
・ SI： 

 ICT 市場のトレンド、ビジネスモデルの変化に対応し、全世界に広がる

お客様拠点をつなぐグローバルネットワークを刷新し、お客様システムを

クラウドサービスに移行のうえ、グローバルシームレスなワンストップオ

ペレーションを実現するなど、お客さまの生産性及び効率性を向上するト

ータル ICT アウトソーシングサービスを提供しました。   

・ クラウド基盤： 

豊富な API を備えた業界最安価格帯の新たなパブリッククラウドサービ

ス「Cloudn」を提供開始しました。また、クラウドサービスの主要基盤で

あるデータセンターとして、最先端のグリーン性能とあらゆる災害リスク

に備えた「東京第 5データセンター」の提供開始、また都内最大規模の「東

京第 6データセンター」やマレーシアにおいて「サイバージャヤ 3データ

センター」の建設を開始しました。 

・ アプリケーション＆コンテンツ： 

クラウド時代の企業の ICT アウトソースニーズ、テレワーク推進のニー

ズに応えるため、「Biz メール」、「Biz デスクトップ」などのサービスの拡

充を実施しました。NTT ぷららにおいては、2012 年 3月末に「ひかり TV」

が 200 万契約を達成したことに加え、TVだけではなくスマートフォン・タ

ブレット端末での視聴ニーズに対応し、「ひかり TV どこでも」「ひかり TV

もばいる」サービスの提供を開始しました。 

・ データネットワーク： 

 クラウド、グローバルへのニーズの高まりに合わせ、クラウド時代に対

応した企業向け新ネットワークサービス「Arcstar Universal One」を提

供開始し、同サービスの提供エリアを世界 159 ヵ国に拡大しました。また、
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急速に拡大するモバイルニーズに対応するため、モバイルデータ通信サー

ビス「OCN モバイル エントリー d」や閉域モバイルサービス「Arcstar 

Universal One モバイル」の提供を開始しました。 

・ ボイスコミュニケーション： 

スマートフォンやタブレット端末の普及に対応した新たな 050IP 電話サ

ービスとして「050 plus」や「050 plus for Biz」の提供を開始しました。

また、グローバルに事業展開する多国籍企業のお客さまのコミュニケーシ

ョンニーズに応えるため、国内外シームレスなボイスコミュニケーション

サービス「Arcstar ユニファイド・コミュニケーション・サービス」を拡

充し、クラウド型コミュニケーションを提供する「UCaaS プラン」の提供

開始や、海外拠点などからの外線発着信を実現する「SIP Trunking プラン」

の提供エリア拡大を実施しました。 

 

オペレーション機能組織においては、従来のサービス毎のオペレーションプ

ロセスを集約し、サービスオーダのデリバリプロセスの標準化などによる効率

化の推進、グローバルオペレーション業務の言語毎の拠点集約による最適化、

新方式の導入による基盤設備のシンプル化、社内 IT システムの統廃合による

集約化など、全体最適の観点からの生産性の向上を進めました。 

 

また、オーストラリアを中心に ITインフラ構築・販売や ITコンサルティン

グ、データセンター、マネージドサービスなどの ICT サービスを提供している

Frontline Systems 社を買収、インドにおいてデータセンター関連サービスを

提供している Netmagic Solutions 社の株式取得について、株主と基本合意の

上、株式譲渡契約を締結するなど、多国籍企業のお客さまニーズに応え、付加

価値の高いトータルな ICT サービスの充実に努めました。 

 

（3）経営成績 

営業収益については、減少傾向が続いており、音声伝送収入は対前年比▲290
億円減(▲8.2%)の 3,242 億円、IP 系収入は対前年比▲73 億円減(▲1.9%)の
3,744 億円、データ通信収入は対前年比▲124 億円減(▲13.7%)の 783 億円、ソ

リューション収入は対前年比▲17 億円減(▲1.0%)の 1,797 億円となりました。 
以上の結果、営業収益全体としては、対前年比▲523 億円減(▲5.1%)の 9,810

億円となりました。 
 
 次に、営業費用については、コストコントロールの徹底等により、経費が対

前年比▲251 億円減(▲5.5%)の 4,295 億円となりました。また、音声伝送収入

の減等の影響により通信設備使用料が対前年比▲274億円減(▲10.4%)の2,365
億円となりました。 
 以上の結果、営業費用全体としては、対前年比▲648 億円減(▲6.9%)の 8,752
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億円となりました。 
 
 これにより、営業利益については、対前年比+124 億円増(+13.4%)の 1,057
億円となりました。当期純利益については、不動産売却による特別利益 37 億

円、関係会社株式評価による特別損失 95 億円を計上した結果、対前年比▲106
億円減(▲15.5％)の 583 億円となりました。 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 １４８，９６５ １４６，７２８ △ ２，２３６

　　　　空中線設備 １，６８８ １，５６９ △ １１８

　　　　端末設備 １，１３４ ９２９ △ ２０４

　　　　市内線路設備 ８４０ ８３６ △ ３

　　　　市外線路設備 ８，２９９ ７，４９７ △ ８０１

　　　　土木設備 ５５，８１３ ５４，８６１ △ ９５２

　　　　海底線設備 １１，１２８ ８，９７４ △ ２，１５３

　　　　建物 １３３，４７３ １２７，９１０ △ ５，５６３

　　　　構築物 ３，０６６ ２，７７９ △ ２８７

　　　　機械及び装置 ８６ ８１ △ ５

　　　　車両及び船舶 ３２ ２５ △ ７

　　　　工具、器具及び備品 ３２，５１６ ３３，３７９ ８６２

　　　　土地 ４７，６６０ ４７，３４９ △ ３１０

　　　　リース資産 ４，３３７ ６，２６８ １，９３１

　　　　建設仮勘定 １７，８２９ ３０，４７９ １２，６５０

　　　　有形固定資産合計 ４６６，８７２ ４６９，６７１ ２，７９８

　　　無形固定資産 ７３，１６５ ８４，０５５ １０，８９０

　　　電気通信事業固定資産合計 ５４０，０３８ ５５３，７２７ １３，６８９

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 １０２，９９３ １１８，９６９ １５，９７６

　　　　関係会社株式 １８２，２３３ １７８，５５０ △ ３，６８３

　　　　出資金 ２１３ ２１０ △ ３

　　　　関係会社出資金 ２，５５９ ２，２７４ △ ２８４

　　　　長期前払費用 ２，２４４ ２，０７２ △ １７１

　　　　繰延税金資産 ３６，４７５ ２０，４０３ △ １６，０７１

　　　　その他の投資及びその他の資産 ２８，８４６ ３０，７８９ １，９４３

　　　　貸倒引当金 △ ２６６ △ ２１９ ４７

　　　　投資その他の資産合計 ３５５，３００ ３５３，０５３ △ ２，２４６

　　固定資産合計 ８９５，３３８ ９０６，７８０ １１，４４２

　流動資産

　　現金及び預金 ５４，７９６ ２３，８６３ △ ３０，９３２

　　受取手形 １２ ４４６ ４３４

　　売掛金 １８５，２５５ １９２，６３０ ７，３７４

　　未収入金 ２，３０２ ３，６１７ １，３１４

　　リース投資資産 ８８８ ６３６ △ ２５１

　　有価証券 １０ １０ －

　　貯蔵品 ７，０３５ ９，４２４ ２，３８９

　　前渡金 ２，０６１ １，６２７ △ ４３３

　　前払費用 ３，３１３ ４，３４６ １，０３２

　　繰延税金資産 ４，３７３ ５，９５３ １，５８０

　　関係会社預け金 １，７０４ ４３，６７１ ４１，９６６

　　その他の流動資産 ９，０４２ １１，５７５ ２，５３３

　　貸倒引当金 △ ２，３４０ △ ２，２９４ ４５

　　流動資産合計 ２６８，４５５ ２９５，５０９ ２７，０５４

　資産合計 １，１６３，７９３ １，２０２，２９０ ３８，４９６

（2011年３月31日） （2012年３月31日）

Ⅱ．比較貸借対照表 

科 目
第 12 期 第 13 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 １０７，３０９ ６３，６６６ △ ４３，６４３

　　リース債務 ５，５９７ ６，８０１ １，２０４

　　退職給付引当金 ７９，３７２ ８２，５３３ ３，１６０

　　ポイントサービス引当金 ３，６８４ ３，９５７ ２７３

　　未使用テレホンカード引当金 ６，３１８ ５，９６４ △ ３５４

　　資産除去債務 ６１９ ６６９ ４９

　　その他の固定負債 ９，５９０ ８，８３６ △ ７５４

　　固定負債合計 ２１２，４９３ １７２，４３０ △ ４０，０６３

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ３７，０７３ ４３，６４３ ６，５６９

　　買掛金 ２８，８３４ ２６，０６３ △ ２，７７１

　　短期借入金 ６５ － △ ６５

　　リース債務 ３，１６５ ３，７４９ ５８３

　　未払金 １６５，７４１ １７３，３４２ ７，６０１

　　未払費用 ５，７７０ ５，５８１ △ １８９

　　未払法人税等 ６６４ ９，５３３ ８，８６９

　　前受金 ７，５４１ ６，００４ △ １，５３７

　　預り金 １２，５６８ １４，５６８ ２，０００

　　前受収益 ７６ ７３ △ ２

　　工事損失引当金 － １０５ １０５

　　災害損失引当金 ９５７ ５０６ △ ４５１

　　資産除去債務 １６ － △ １６

　　その他の流動負債 ４５０ １，９７４ １，５２３

　　流動負債合計 ２６２，９２６ ２８５，１４５ ２２，２１８

　負債合計 ４７５，４２０ ４５７，５７５ △ １７，８４５

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　　資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　買換資産特別勘定積立金 － １，９２１ １，９２１

　　　　圧縮積立金 ２，１６３ ２，３４７ １８３

　　　　繰越利益剰余金 ３１０，８５９ ３５２，０５６ ４１，１９７

　　　利益剰余金合計 ３１３，０２２ ３５６，３２４ ４３，３０２

　　株主資本合計 ６５６，４０１ ６９９，７０３ ４３，３０２

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ３１，９７２ ４５，０１０ １３，０３８

　　評価・換算差額等合計 ３１，９７２ ４５，０１０ １３，０３８

　純資産合計 ６８８，３７３ ７４４，７１４ ５６，３４１

負債・純資産合計 １，１６３，７９３ １，２０２，２９０ ３８，４９６

科 目
（2011年３月31日） （2012年３月31日）

第 12 期 第 13 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ８６８，４６７ ８１７，５５６ △ ５０，９１０

　営業費用

　　営業費 ２２３，１０２ ２０３，３４１ △ １９，７６１

　　施設保全費 ８７，０１２ ８２，３０３ △ ４，７０９

　　共通費 １０，７９４ １１，７８４ ９９０

　　管理費 ７２，０００ ７１，４３８ △ ５６１

　　試験研究費 １５，１７１ １３，８７０ △ １，３０１

　　減価償却費 ９７，１３４ ８７，５２０ △ ９，６１３

　　固定資産除却費 ７，１１３ ６，８１９ △ ２９３

　　通信設備使用料 ２４９，１９０ ２２２，３９２ △ ２６，７９８

　　租税公課 １１，１０３ １０，９３０ △ １７３

　　営業費用合計 ７７２，６２４ ７１０，４００ △ ６２，２２４

　電気通信事業営業利益 ９５，８４２ １０７，１５６ １１，３１３

附帯事業営業損益

　営業収益 １６４，９４８ １６３，４６４ △ １，４８３

　営業費用 １６７，５２２ １６４，８７２ △ ２，６５０

　附帯事業営業損失（△） △ ２，５７４ △ １，４０７ １，１６６

営業利益 ９３，２６８ １０５，７４８ １２，４８０

営業外収益

　受取利息 ６６ ９６ ３０

　受取配当金 ８，８３９ ９，０３３ １９４

　物件貸付料 １３，６９９ １３，０２１ △ ６７７

　雑収入 １，１３３ １，５６３ ４２９

　営業外収益合計 ２３，７３９ ２３，７１５ △ ２３

営業外費用

　支払利息 ２，９９９ ２，１９６ △ ８０３

　物件貸付費用 ８，２２１ ７，５４６ △ ６７４

　雑支出 ２，１０２ ７２６ △ １，３７５

　営業外費用合計 １３，３２２ １０，４６９ △ ２，８５２

経常利益 １０３，６８４ １１８，９９４ １５，３０９

特別利益

　固定資産売却益 － ３，７２８ ３，７２８

　特別利益合計 － ３，７２８ ３，７２８

特別損失

　関係会社株式評価損 ２，４０２ ９，５９９ ７，１９６

　災害特別損失 １，１４２ － △ １，１４２

　特別損失合計 ３，５４５ ９，５９９ ６，０５３

税引前当期純利益 １００，１３９ １１３，１２３ １２，９８４

法人税、住民税及び事業税 ２５，６９４ ４３，２７９ １７，５８５

法人税等調整額 ５，４８０ １１，５４０ ６，０６０

当期純利益 ６８，９６４ ５８，３０３ △ １０，６６１

2011年３月31日まで
2011年４月１日から

第 13 期

増 減 （ △ ）
2012年３月31日まで

2010年４月１日から

 Ⅲ．比較損益計算書  

第 12 期
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前事業年度  （自 2010年４月１日 至 2011年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 2,457 - 256,600 259,058 602,437 35,057 △ 113 34,943 637,381

当期変動額             

剰余金の配当      △ 15,000 △ 15,000 △ 15,000    △ 15,000

当期純利益      68,964 68,964 68,964    68,964

買換資産特別勘定積立金の取崩    △ 2,457  2,457      - 

圧縮積立金の積立     2,163 △ 2,163      - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        △ 3,085 113 △ 2,971 △ 2,971

当期変動額合計 - - - △ 2,457 2,163 54,258 53,964 53,964 △ 3,085 113 △ 2,971 50,992

当期末残高 211,763 131,615 131,615 - 2,163 310,859 313,022 656,401 31,972 - 31,972 688,373

当事業年度  （自 2011年４月１日 至 2012年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 - 2,163 310,859 313,022 656,401 31,972 - 31,972 688,373

当期変動額             

剰余金の配当      △ 15,000 △ 15,000 △ 15,000    △ 15,000

当期純利益      58,303 58,303 58,303    58,303

買換資産特別勘定積立金の積立    1,921  △ 1,921      - 

圧縮積立金の積立     183 △ 183      - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        13,038  13,038 13,038

当期変動額合計 - - - 1,921 183 41,197 43,302 43,302 13,038 - 13,038 56,341

当期末残高 211,763 131,615 131,615 1,921 2,347 352,056 356,324 699,703 45,010 - 45,010 744,714

繰延ヘッジ
損益

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
圧縮積立金

買換資産
特別勘定
積立金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

繰越利益
剰余金

株主資本

その他利益剰余金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計買換資産

特別勘定
積立金

株主資本
合計

圧縮積立金

利益
剰余金
合計

純資産
合計

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

 Ⅳ．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

繰延ヘッジ
損益

利益剰余金
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ３５３，３２２ ３２４，２６８ △ ２９，０５４ △ ８．２

　ＩＰ系収入 ３８１，７７２ ３７４，４２０ △ ７，３５２ △ １．９

（再）ＯＣＮ収入 １６２，１４１ １５８，８０４ △ ３，３３７ △ ２．１

（再）ＩＰ－ＶＰＮ収入 ７４，２９６ ６９，５８０ △ ４，７１５ △ ６．３

（再）広域イーサネット収入 ５５，１３８ ５４，０９４ △ １，０４４ △ １．９

　データ通信収入（ＩＰ系除く） ９０，７５１ ７８，３３２ △ １２，４１９ △ １３．７

（再）専用収入 ６４，２９５ ５６，７０８ △ ７，５８６ △ １１．８

　ソリューション収入 １８１，４７１ １７９，７２９ △ １，７４２ △ １．０

　その他の収入 ２６，０９６ ２４，２７１ △ １，８２４ △ ７．０

営業収益合計 １，０３３，４１５ ９８１，０２１ △ ５２，３９３ △ ５．１

*当第１四半期累計期間より、専用収入の一部の金額について、IP系収入に含めて表示しております。

 これに伴い、過年度の数値の一部を組替え再表示しております。

2011年４月１日から
増　減　率

（％）

 Ⅴ．営業収益内訳 

第 12 期

科 目

第 13 期

2011年３月31日まで 2012年３月31日まで
2010年４月１日から

増　減　額
（△）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １００，１３９ １１３，１２３ １２，９８４

　減価償却費 １０９，８２２ １００，８２１ △ ９，０００

　固定資産除却損 ４，０３１ ４，７１３ ６８１

　固定資産売却益 △ ２６ △ ４，２５６ △ ４，２３０

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 ６７８ △ ９３ △ ７７１

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ２，５３０ ３，１６０ ６２９

　売上債権の増加（△）又は減少額 ７，６０６ △ ９，０８８ △ １６，６９５

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ２，０３５ △ １，９９９ ３６

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ３０，５７６ １，２６５ ３１，８４１

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ １，９０８ ２，３１４ ４，２２３

　その他 １５，２７４ ５，１７０ △ １０，１０３

　小計 ２０５，５３６ ２１５，１３２ ９，５９５

　利息及び配当金の受取額 ８，９０４ ９，１０７ ２０３

　利息の支払額 △ ３，０２１ △ ２，３３０ ６９０

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ３４，２４３ △ ２４，９８０ ９，２６２

　営業活動によるキャッシュ・フロー １７７，１７７ １９６，９２９ １９，７５１

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ８９，２０３ △ １２３，０２５ △ ３３，８２１

　固定資産の売却による収入 ７４０ ４，９３８ ４，１９７

　投資有価証券等の取得による支出 △ ３２，９８９ △ ５，７２７ ２７，２６１

　投資有価証券等の売却による収入 １０，３３０ １３６ △ １０，１９４

　短期貸付による増減（△）額 △ ９２８ △ ２，７８１ △ １，８５２

　その他 △ ３，６０２ △ ２，００８ １，５９４

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １１５，６５３ △ １２８，４６８ △ １２，８１５

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入金の返済による支出 △ ４４，３３７ △ ３７，０７３ ７，２６４

　短期借入による増減（△）額 △ ３１０ △ ６５ ２４４

　リース債務の返済による支出 △ ４，５６８ △ ４，１１０ ４５８

　配当金の支払額 △ １５，０００ △ １５，０００ －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６４，２１７ △ ５６，２５０ ７，９６６

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １０２ ２９０ ３９３

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ ２，７９６ １２，５００ １５，２９６

現金及び現金同等物の期首残高 ６０，７５５ ５７，９５８ △ ２，７９６

現金及び現金同等物の期末残高 ５７，９５８ ７０，４５９ １２，５００

2010年４月１日から 2011年４月１日から
2011年３月31日まで 2012年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 12 期 第 13 期

 Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目
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Ⅶ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況

（単位　百万円）

第 12 期 第 13 期

科　　　目 2010年４月１日から 2011年４月１日から

2011年３月31日まで 2012年３月31日まで

営業収益 1,254,198 1,213,157 △ 41,041 △ 3.3

営業費用 1,156,326 1,102,548 △ 53,778 △ 4.7

営業利益 97,872 110,609 12,737 13.0

増 減 額
（△）

増 減 率
（％）
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Ⅷ. 役 員 の 異 動 

 

 

（１）新任取締役候補 

   庄 司 哲 也  （日本電信電話株式会社 取締役） 

 

（２）退任予定取締役 

代表取締役副社長     海 野  忍 （エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社 代表取締役社長予定）  

   代表取締役副社長     牧  貞 夫 （エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 代表取締役副社長予定）  

 

（３）代表取締役予定者 

   代表取締役社長予定者 

    代表取締役社長     有 馬  彰 

   代表取締役副社長予定者    

                庄 司 哲 也 

    常務取締役       澤 田   純 

 

 

（注）・役員の異動は内容が定まったものについて、記載しております。 

この他の異動については、内容が定まった時点で発表いたします。 

・当社が選任を予定している取締役の庄司哲也氏につきましては、6月22日をもって日本電信電話株式会社 

の取締役を退任し、同日付で当社代表取締役副社長に就任の予定です。 

    

 

以            上 

 

 

 




